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～ 年 5日 の 取 得 義 務 化 、 管 理 簿 の 作 成 ・ 保 存 の 義 務 化 か ら 丸 ２ 年 ～

年 次 有 給 休 暇 制 度

Q1 会社に聞いたら「そんな制度ない」って言われたけど、年休って法律で定められた制度なの?

年休は、給与の支払を受けて休暇を取る制度で、労働者の請求する時季に与えなければならない

ことが労働基準法で使用者に義務付けられています。入社日から数えて６ヶ月継続して勤務し、所定

の出勤日の8割以上出勤していれば、10日の権利を取得します。年休の日数は、継続勤務年数を

重ねるほど増えていき、どんな目的で休むかに関わらず、使用者は与えなければなりません。

※ 使用者は、労働者から年休を請求された時季に年休を与えることが事業の正常な運営を妨げる

場合（同一期間に多数の労働者が休暇を希望し、その全員に休暇を付与し難い場合等）に

は年休を他の時季に変更することができます。（時季変更権） （次ページに続く）

1 . 労働保険年度更新準備について
事務組合に加入されております事業主様につきまして、労働保険年度更新の時期が近づいております。令和2年4月
から令和3年3月までの給与資料、また建設業の事業主様については元請工事の一覧のご準備をお願い致します。
2 . 健康保険料率改定
3月分（4月支給給与）から健康保険料率及び介護保険料率が改定されます。給与計算には十分ご注意下さい。
なお、当所へ社会保険手続きを委託頂いている顧問先様は、同封の「お知らせ」をご確認下さい。
3 . 助成金に関する勧誘について
昨今は、悪徳業者等から「助成金の無料査定をする」といった内容のFAXが出回っております。こうした事業者に指南
され、虚偽の申請をしてしまうと事業主が不正受給を問われてしまうことがありますので、くれぐれもご注意下さい。
4 . 時間外・休日労働に関する協定届（36協定）が新しくなります
4月から、36協定届の様式が新しくなります。4月以降に届出される場合は新様式をご活用下さい。
なお、当所顧問先様には後日ご案内致します。
5 . 失業等給付の受給資格を得るために必要な「被保険者期間」の算定方法が変わっています
失業等給付を受けるためには、原則として離職前2年間に「被保険者期間」が12ケ月以上あることが必要です。
この「被保険者期間」は、離職日から1ケ月ごとに区切った期間に、出勤日数が11日以上ある月を1ケ月と計算
していましたが、改正後は同様の期間に出勤日数が11日以上ある月または労働時間が80時間以上ある月を
1ケ月として計算することとなりました。

※ ご相談、ご不明点は担当者までお問い合わせください。
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Q２ 年休っていつから使えるの?

入社日が4月1日なら6ケ月を過ぎた10月1日（基準日と言います）から使うことができます。

翌年からは基準日が来るたびに新しい年休が発生します。（基準日直前の1年間について8割以上の出勤

を要します。）なお、会社で決めた更新日に合わせる場合は就業規則等で定めます。

Q３ アルバイト（パート、契約社員、派遣社員）も年休を取れますか?

Q1の条件を満たせば、労働者である限り同じように年休を取ることができます。

ただし、週の所定労働日数が少ない場合は、取れる日数が少なくなることがあります。

Q４ 年休取得日の賃金はどのように計算されるの?

年休取得日の賃金は、①通常の賃金、②平均賃金、③標準報酬日額（労使協定が必要）の3つの

支払方法のいずれかによらなければなりません。

それぞれ特徴がありますので、労使でよく話し合って決めておきましょう。（一般的には①が使われます）

①通常の賃金・・・日給であれば1日、時給であればその日の所定労働時間、月給であれば通常の出勤

をした場合に支払われる賃金をいいます。

②平均賃金・・・年休取得日の直前3ケ月間の賃金総額を、その期間の歴月数で割った額をいいます。

③標準報酬日額・・・社会保険料の計算に用いる「標準報酬月額」を30で割った額をいいます。

Q５ 2019年4月の法改正ではどう変わったの?

① 年5日の年休の確実な取得

年休が10日以上付与される労働者（パート、管理監督者含む）に対し、付与日から1年毎に5日

の年休を取得させることが使用者に義務付けられました。（違反した場合には罰則があります）

② 使用者による年休の時季指定

年5日の取得を確実なものとするため、使用者は5日の年休を請求・取得していない労働者に対して

時季を指定して年休を与えなければなりません。

時季指定に当たっては、労働者の希望する時季を聞き、できる限り希望に沿った時季に与えましょう。

年5日以上の年休を請求・取得している労働者に使用者の時季指定はできません。

③ 年次有給休暇管理簿の作成

使用者は、労働者ごとに年休取得日、取得日数、基準日（Q2参照）を記載した年休管理簿を

作成し、これを3年間保存しなければなりません。年休管理簿は書面でもシステムでも差支えありません。

なお、参考様式を同封しております。（データはホームページからダウンロードできます。）

※②の使用者による時季指定を行うには、時季指定の対象となる労働者の範囲および時季

指定の方法を就業規則に記載しなければなりません。


